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年初来高値を更新する米国リート市場

当資料のお取り扱いにおけるご注意
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2014年4月23日

＜市場動向＞

米国リート市場は、昨年12月中旬を底に上昇に転じた後、堅調な推移が続いており、年初来高値を更新して

います。主な背景としては次の3点が挙げられます。

1点目は米国の金融政策に対する不透明感の後退です。昨年12月にFRB（米国連邦準備制度理事会）は量

的金融緩和の縮小を決定し段階的な縮小を図っていますが、金融政策の修正については慎重に進める姿勢

を強調するとともに利上げ時期についても想定される時期を示唆するなど、金融政策の方向性を提示すること

でリート市場を含む金融市場全体から金融政策に対する警戒を後退させていると考えます。

2点目は堅調な米国経済です。冬季の寒波の影響で市場予想を下回る内容の経済指標が発表された時期も

ありましたが、4月に入ってから発表された経済指標は小売売上高や鉱工業生産をはじめ米国経済が明るさを

増していることを示しています。

3点目は長期金利の安定推移です。イエレンFRB議長の発言などから早期の利上げに対する警戒感が後退

し、2014年に入り米国10年国債利回りは落ち着いて推移しています。

以上のことがリート市場のプラス要因となり市場は堅調に推移しています。

米国リートと米国10年国債利回りの推移

（ 2012年12月31日～2014年4月22日）

（出所）ブルームバーグ

※米国リートの推移に用いている指数は、FTSE NAREIT®エクイティREIT・インデックス（配当金込み、米ドルベース）です。FTSE NAREIT®エクイティ
REIT・インデックス（配当金込み、米ドルベース）は、FTSE®により計算され、指数に関するすべての権利はFTSE®およびNAREIT®に帰属します。



米国の景気回復によって、幅広い用途の不動産に対する需要が拡大しており、今後は一段の物件稼働率の

改善や賃料上昇などが見込めるなど、リートの事業環境は良好な状態が続く見通しです。また、株式市場では

情報技術（IT）関連銘柄など一部の株価の過熱感に対する警戒感もありますが、リート価格については保有す

る不動産の評価額と比べて割高感はなく、事業環境の改善を考慮すれば魅力的な水準にあると考えます。

今後、リートの1-3月期の業績発表が本格化します。1-3月期は寒波の影響により業績が下押しされる可能性

もありますが、2014年通年の業績見通しが維持されれば、今後の業績への自信の表れとして市場の支援材料

になると考えます。4月22日（現地）に商業施設大手が1-3月期決算を発表しましたが、市場予想を上回る内容

となり一定の安心感を与えました。

米国の長期金利については、景気回復により上昇圧力がかかりますが、FRBは金融政策の修正を慎重に進

めると予想されることから緩やかな上昇ペースにとどまると考えられ、昨年のようなリート市場の下落の可能性は

低いと考えます。

一方、新興国経済の鈍化に対する懸念の再燃やウクライナをめぐる米欧とロシアの対立の深まりなどにより金

融市場の変動性が高まる場面が予想されますが、新興国各国の景気安定化に向けた対応や米欧とロシアの

協議の進展などにより金融市場への影響が短期的なものにとどまれば、リート市場への影響も限定的なものに

とどまると考えます。

これらのことから、リート市場の息の長い上昇が続き、昨年5月につけた最高値をうかがう動きになると予想しま

す。
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※1ページ目の「当資料のお取り扱いにおけるご注意」をよくお読みください。

以 上

＜今後の見通し＞



 
 
 
 

お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店
担当者）経由で国内委託取引を行う場合、約定代金に対して最大 1.24200％（但し、

最低 2,700 円）の委託手数料(税込)が必要となります。また、外国株式等の外国取

引にあたっては、現地諸費用等を別途いただくことがあります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動による損失が生じるおそれがあります。
また、外国株式等の売買等にあたっては価格変動のほかに為替相場の変動等による

損失が生じるおそれがあります。 

 信用取引を行うにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委託保
証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。 

 債券を募集・売出し等により、又は当社との相対取引により売買する場合は、その
対価（購入対価・売却対価）のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水

準の変動等により価格が上下し、損失を生じるおそれがあります。外貨建て債券は、

金利水準の変動に加え、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。

また、債券の発行者または元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およ

びそれらに関する外部評価の変化等により、損失を生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された販売手数料および信託
報酬等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等には価格の変動等によ

る損失を生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等書
面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示
が行われていないものもあります。 

 

商号等 ：大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、 

  一般社団法人第二種金融商品取引業協会 
 


